Determinants of Realised Profits : An International Comparison, 1960～93 by 佐藤 真人 & Sato Masahito
実現利潤の決定要因分解 : 国際比較, 1960-93年
著者 佐藤 真人
雑誌名 關西大學經済論集
巻 45
号 4
ページ 257-290
発行年 1995-11-20
その他のタイトル Determinants of Realised Profits : An
International Comparison, 1960～93
URL http://hdl.handle.net/10112/13717
257 
論文
実現利潤の決定要因分解
一国際比較， 1960-93年1)
佐 藤 真 人
I. 序
本稿は，拙稿「実現利澗の決定要因分解」（本論集，第45巻第 1号， 1995年5
月）の続編で，利用し易いデータによる利潤分配率とその決定要因についての
国際比較の試みである。国際比較の限界については，当然のことを一般的に述
べるよりは，むしろ利用するデータ・ソースをできるだけ具体的に示すことに
よって，強調することに代えたい。 2)
本稿の構成は，次のとおりである。
第I節主要集計量の場合
主要集計量の勘定を利用して，営業余剰の国内総生産に占める割合とその
決定要因を定義する。そして重要決定要因を導出するため，それらに対応す
る実際の数字を分析する。また，前者における外国と日本の格差が変動（実
際には縮小）する原因を，後者における日本と他国との格差の動きから導出
する。
第I節制度部門別に分割した場合
主要集計量を制度部門別に分割した場合を扱う。すなわち，非法人企業，
及び準法人企業の営業余剰の国内総生産に占める割合と制度部門別の決定要
因を定義し，対応するデータについて，第I節と同様の分析をおこなう。
第IV節まとめ
結論を要約する。
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I. 主要集計量の場合
まず主要集計量の勘定を利用して，営業余剰の国内総生産に対する割合の決
定要因を扱う。「国内総生産に対する支出」と「国内総生産の費用項目」の勘定
より，恒等式
(1) GC +PC+ ST+ CF+ EXP-IMP+ SDE = !TX -SUB+ CFC+ COM+ 
OS+SDC 
を得る。ここで， GC:政府最終消費支出， PC:民間最終消費支出， ST:在庫
品増加（純）， CF:総固定資本形成， EXP:輸出， IMP:輸入， SDE:統計上
の不突合， !TX:間接税， SUB:補助金， CFC:固定資本減耗， COM:扉用
者所得， os:営業余剰， SDC:統計上の不突合である。” 式(1)を，営業余剰
(OS)に注目し，且つ国内総生産 (GDP)に対する割合 (SOS=OS/GDP)
で考え，次の式(2)に書換える。
(2) SOS =OS/GDP 
= ((GC-ITX +SUB)+ (PC-COM)+ (ST+GF-CFC) + 
(EXP-IMP)+ (SDE-SDC)) / GDP 
=;:Econ+ Einv + Egov + Ex 
ただし，
Econ= (PC-COM)/GDP, Einv= (ST+GF-CFC)/GDP, 
Egov= (GC-ITX +SUB)/GDP, Ex= (EXP-JMP)/GDP, 
である。 (2)について， SOSが (EconEinv Egov Ex)により決定されると解釈
し，両者の関係を分析する。 SOSを営業余剰比率と， (EconEinv Egov Ex) 
を (SOSの）決定要因の寄与と略称しよう。決定要因の寄与を割合で見て，
(PEcon PEinv PEgov PEx) と書こう。すなわち，
(3) PEcon + PEinv + PEgov + PEx =;:1 
PE * =E * /SOS, * =con, inv, gov, x 
である。4) また， (EconEinv Egov Ex)の階差を(DEconDEinv DEgov DEx) 
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と書くと， (2)より，
(4) DSOS=.= DEcon + DEinv + DEgov + DEx 
である。 DSOSはSOSの階差で， DSO$v+1>= SO$v+1>-SO$n。なお階差の定
義は，他の変数についても同じである。 Yは本稿では年。
最後に，決定要因の寄与の階差 (DEconDEinv DEgov DEx)を割合で見て，
(PDEcon PDEinv PDEgov PDEx) と書くと，
(5) PDEcon + PDEinv + PDEgov + PDEx =.1 
PDE• =DE• /DSOS, • =con, inv, gov, x 
である。5)
さて，各国の営業余剰比率，及び決定要因の寄与の動向は，図 1のとおりで，
これが分析の材料である。これらの図は一般的印象を得るのに有用であろう。
なお（口）は，寄与を割合で見た場合である。
図1 営業余剰比率と決定要因の寄与
1. カナダ （イ） （口）
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2. アメリカ （イ） （口）
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5. ドイツ （イ） （口）
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さて，図 1より，営業余剰比率 (SOS)の動向について，各国の共通点，特
徴を次のようにまとめることができよう。
1. 営業余剰比率 (SOS)
営業余剰比率の低下傾向は，各国共通であるが，全体とのズレが大きいのが，
日本とイタリアである。日本の特徴は，その水準の高さ，及び低下幅の大きさ
である。イタリアのそれは，その水準の高さ，及び低下の緩やかさである。（図
2も参照のこと。）
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図2 営業余剰比率
このような営業余剰比率の動きを決定要因の寄与 (EconEinv Egov Ex)の動
きから導出することが目標であるが，まずは決定要因の寄与の動きについて，
各国の共通点，特徴をまとめてみよう。
2. 超過消費支出率の寄与 (Econ)
これは，各国共通に，前半期に (1970年代後半まで）低下傾向，その後上昇
傾向にある。ただし，日本は，後半期に上昇傾向という点では唯一の例外で，
後半期に明白な上昇傾向を示さない。確かに70年代後半から80年代には明白な
上昇傾向を示すが，後半期全体では低下傾向を示す。6) 原因は， 90年代におけ
る著しい低下である。（図 3も参照のこと。）
また，超過消費支出率の寄与の傾向の変化は，他の決定要因の傾向変化に比
し，最も激しい。ただし， ドイツでは，超過消費支出率の寄与の傾向変化が大
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きい点では他国と共通であるが，後に見るように， どの決定要因の寄与の傾向
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図3 超過消費支出率の寄与
3. 純投資需要率の寄与 (Einv)
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これが，他の決定要因の寄与に比し大きいことは，各国共通である。アメリ
ヵ， イタリア以外の国では， この決定要因の寄与が最も大きい。 この点で，
?
メリカ，イタリアは，例外であるが，それでも二番目に大きい。日本の特徴は，
純投資需要率の寄与の大きさが他国に比し著しいことである。（図 4も参照のこ
と。）
純投資需要率の寄与が，全期間では低下傾向にあることも，各国共通である。
ただし割合でみた場合，日本は例外で，上昇傾向を示す。原因は，1970年代中頃ま
での上昇と， 1980年代後半の上昇が著しいことである。
細 血';
201 
25it、",'',-'' ）、べ、(:、I、:¥Jpn
‘ヽ、•, ,' } _,
） ヽ
＇ 
,", 
Can'. ヽ‘
｀ 
, } 
rr.-,' ‘』
20 
15 
1960 勺函~I!如＇頂 7'5. 1980'i985'1990 . 1960°'i965 j970''i975~1980 1985 1990' 
図4 純投資需要率の寄与
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純投資需要率の寄与の傾向の変化については，超過消費支出率の場合ほど明白
ではない。具体的には，全期間では低下傾向にあるが，ほとんどの国で前半期
にはゆるやかな上昇傾向を示す。この点で， ドイツ，イタリアは例外。
4. 政府超過支出率の寄与 (Egov)
これが，結構大きいことは，各国共通である。アメリカでは，最も大きいし，
カナダ， ドイツ，イギリスでは二番目に大きい。日本の特徴は，その寄与が，
他国に比し著しく小さいことである。（図 5も参照のこと。）
また，政府超過支出率の寄与が上昇傾向にあることは，各国共通である。日本
の特徴は，その程度のゆるやかさである。
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図5 政府超過支出率の寄与
5. 純輸出率の寄与 (Ex)
これが正であることは，アメリカ，イギリスを例外として各国共通である。日
本の特徴は，ドイツと共に上昇傾向が著しいことである。（図 6も参照のこと。）
さて， 2. で超過消費支出率の寄与の傾向変化の激しさに言及したが，その
寄与は定義より，民間最終消費支出，及び雇用者所得の国内総生産に対する割
合の変化の結果であるから，それらの動向を見ておこう。図 7, 8より明らか
に，各国共通のパターンが感じられる。単純化すれば民間最終消費支出比率
(PC/GDP)は70年代まで低下，その後上昇，他方，雇用者所得比率 (COM/
GDP)は反対で， 70年代まで上昇，その後低下（フランス， ドイツ，イタリア，
8 
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イギリス）， または緩やかに上昇（アメリカ， カナダ，
できよう。ただし，民間最終消費支出比率について，
日本）とまとめることが
イタリアは例外的に，上
昇傾向が変わらず， 日本， ドイツは， 80年代に再度低下傾向を示す。
また， 3. で純投資需要比率の寄与が， 日本は，他国に比し非常に大きいこ
とを見たが，その原因は，（固定資本減耗の割合の低さ，在庫品増加の割合の大
きさではなく）総固定資本形成の割合の大きさであることも，図 9, 10, 1よ
り確かめることができる。すなわち， 日本は，図10のように，固定資本減耗の
割合(CFC/GDP)の水準は少し高く，図11のように，在庫品増加の割合(ST/
GDP)の水準，及び傾向は各国ともほぼ同じであるにもかかわらず，図 9のよ
うに，総固定資本形成の割合 (CF/GDP)が著しく高いからである。
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図6 純輸出率の寄与
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図8 雇用者所得比率
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なお，総固定資本形成比率 (CF/GDP)の傾向については，図 9のように，
各国共通に70年代中頃より上昇傾向が転じて緩やかに低下傾向を示すが， ドイ
ツとイタリアは例外で，前半期に上昇傾向がなく，全期間を通じて緩やかな低
下傾向を示す。
さて，以上の観察を材料にして，各国の営業余剰比率と決定要因の動向を単
純化すれば，次のようになろう。各国の営業余剰比率は低下している。他方，
政府超過支出率の寄与は上昇し，純輸出率の寄与は低下していない。 したがっ
て営業余剰比率の低下の原因は，超過消費支出率，及び（あるいは）純投資需
要比率の寄与の低下でしかありえない。前半期には，純投資需要比率の寄与は
上昇しているから，超過消費支出率の寄与の低下が営業余剰比率低下の原因で
あり，後半期には，超過消費支出率の寄与は反転しているから，純投資需要比
率の寄与の低下が原因である。
営業余剰比率と決定要因の寄与の相関関係で，この一般化を確かめよう。（表
1を参照。）営業余剰比率と決定要因の寄与の相関関係を一覧表にすると表 1の
とおりである。多くの国における超過消費支出率と営業余剰比率の相関（正）
の強さは，意外かもしれない。 というのは，既に言及したように， 前者の傾向
変化と後者の低下傾向が，最も印象的な特徴であるから。 しかし，超過消費支
11 
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出率と営業余剰比率の動向をより細かく見て，両者の1970年代後半からの反転
（前者では大きく，後者ではより穏やかな）に注目すると，自然な結果であろ
表 1 営業余剰比率と決定要因の相関関係
(l)SOSと (EconEinv Egov Ex) 
相関係数／有意確率／標本数=34
Econ Einv Egov Ex 
Can I 0.33610 0.40715 -0.32088 0.23150 
〇.0520 〇.0169 0.0643 0.1877 
Usa 0.30245 0.63686 -0.52561 0.51149 
0.0821 0.0001 0.0014 0.0020 
Jpn 0.91680 0.81269 -0.65964 -0.44534 
0.0001 0.0001 0.0001 0.0083 
Fra SOS 0.87958 0.80164 -0.95491 0.35001 
0.0001 〇.0001 0.0001 0.0424 
Deu 0.91436 0.85521 -0.94505 -0.17123 
0.0001 0.0001 0.0001 0.3329 
Ita 0.77419 0.38897 -0.58121 0.08043 
〇.0001 0.0230 0.0003 0.6512 
Gbr 0.79304 0.37513 -0.70349 -0.28144 
(N=31) 0.0001 0.0376 0.0001 0.1251 
(2)階差の場合： DSOSと (DEconDEinv DEgov DEx) 
相関係数／有意確率／標本数=33
DEcon DEinv DEgov DEx 
Can 0.29260 0.47529 -0.23957 0.01505 
0.0984 0.0052 0.1793 0.9337 
Usa 0.19434 0.72103 -0.42425 -0.34983 
〇.2785 0.0001 0.0139 0.0460 
Jpn 0.48417 0.69192 -0.59981 -0.37249 
〇.0043 0.0001 0.0002 0.0328 
Fra DSOS 0.65677 0.33019 -0.38859 0.18223 
0.0001 0.0606 0.0254 0. 3101 
Deu 0.44474 0.41442 -0.46040 0.13413 
〇.0095 0.0165 0.0070 0.4568 
Ita 0.74293 0.36239 -0.38952 -0.07354 
0.0001 0.0382 0.0250 0.6842 
Gbr 0.70716 0.47662 -0.54402 0.00719 
(N=29) 0.0001 0.0089 0.0023 0.9705 
*Can: カナダ，Usa:アメリカ，Jpn:日本，Fra:フランス，
Deu: ドイツ， Ita: イタリア， Gbr:イギリス，以下同様。
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う。
なお，営業余剰比率と決定要因の寄与の相関関係に関して，各国の共通点，及
び特徴を列挙すると，次のようである。
1. 超過消費支出率と営業余剰比率の相関は，カナダ，アメリカを例外として，
非常に強い（正）。
2. 純投資需要率と営業余剰比率の相関は，国により違いが大きい。日本は，
アメリカ，フランス， ドイツと共に，正の相関が非常に強い。
3. 超過政府支出率と営業余剰比率の相関も，負であることは共通であるが，
その程度については国により違いが大きい。日本は，フランス， ドイツ，
イギリスと共に，負の相関が非常に強い。
4. 超過輸出率と営業余剰比率には，各国共通に，あまり相関関係は見られな
いが，アメリカと日本は比較的強い方で，両国の符号は反対。
5. 全体としての日本の特徴は，ほとんどの決定要因の寄与と営業余剰比率と
の相関が，他国に比し強いことである。
以上，各国の営業余剰比率，及び決定要因の寄与をいくつかの側面から見た
が，各決定要因の「重要性」の順位について，何か単純で結論的なことが言え
ないであろうか。最も日常的な意味での重要性の尺度は，平均値の大きさであ
ろう。ここでは他に，強い相関がある場合と共に一覧表（表 2) にまとめてみ
よう。各国の共通性を捜すという観点からは，表2について，多分に印象的で
はあるが，次の2点が注目に値しよう。
1. 純投資需要率の寄与は，多くの国において，割合が大きく，且つ営業余剰
比率と正の相関が強いという意味で重要決定要因である。典型的には，ア
メリカ，日本，フランス， ドイツ。
2. 政府超過支出率の寄与は，いくつかの国において，割合が大きく，且つ営
業余剰比率と負の相関が強いという意味で，重要決定要因である。すなわ
ち，アメリカ， ドイツ，ィギリス。
13 
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表2 決定要因の寄与のランキング
指標 平均（順位） 相関係数
期間 1960-74 75-93 60-93 1960-93 
国 変数＼標本数 15/14 19/19 34/33 34/33 
sos 22.4 21.6 20.0 
PEcon 27.3 (2) 7. 7 (3) 16.4 (3) 
PEinv 54.9 (1) 47.2 (1) 50.6 (1) 
PEgov 18.2 (3) 43.5 (2) 32.3 (2) 
PEx 2. 9 (4) 3. 0 (4) 3. 0 (4) 
Can 
DSOS -0.073 -0.258 -0.180 
PDEcon 162.5 (1) -9.8 (3) 63.3 (1) 
PDEinv -44.4 (3) 13.5 (2) -11.1 (4) 
PDEgov -50.4 (2) 5.1 (4) -18.4 (3) 
PDEx 10.7 (4) 83 .4 (1) 52.6 (2) 
sos 22.5 19.1 20.6 
PEcon 15. 7 (3) 22.8 (3) 19. 7 (3) 
PEinv 40.6 (1) 31.6 (2) 35.6 (2) ＋ 
PEgov 41. 8 (2) 53.4 (1) 48.3 (1) 
PEx 1.6 (4) -7 .2 (4) -3.3 (4) ＋ 
Usa 
DSOS -0.362 0.036 -0.133 
PDEcon 10.5 (4) 85.1 (1) 53.4 (2) 
PDEinv 138 .1 (1) 0. 0 (4) 58.6 (1) 十
PDEgov -56.9 (2) 9.7 (3) -18 .5 (3) 
PDEx 43. 7 (3) -12.9 (2) 11. 2 (4) 
sos 36.4 24.9 30.0 
PEcon 31. 7 (2) 12.5 (3) 21. 0 (2) ＋ 
PEinv 62.6 (1) 68.1 (1) 65. 7 (1) ＋ 
PEgov 4 .3 (3) 12.9 (2) 9 .1 (3) 
PEx 1.8 (4) 6.6 (4) 4.5 (4) 
Jpn 
DSOS -0.795 -0.485 -0.617 
PDEcon 261. 7 (1) 1.0 (4) 111.6 (1) 
PDEinv -2 .1 (4) 4 .3 (3) 1. 6 (3) ＋ 
PDEgov -65 .1 (2) 12.4 (1) -20.5 (2) 
PDEx -11.6 (3) 8. 3 (2) -0.2 (4) 
14 
実現利潤の決定要因分解一国際比較， 1960-93年（佐藤） 271 
sos 29.4 20.9 24.6 
PEcon 36.5 (2) 26.2 (3) 30.8 (2) ＋ 
PEinv 57 .9 (1) 44.4 (1) 50.3 (1) ＋ 
PEgov 3. 4 (3) 28 .4 (2) 17 .4 (3) 
PEx 1.8 (4) 1.0 (4) 1.4 (4) 
Fra 
DSOS -0.527 -0.167 -0.320 
PDEcon 710.1 (1) -12.3 (4) 294.2 (1) ＋ 
PDEinv -4 79. 8 (2) -135. 7 (2) -281. 7 (2) 
PDEgov -328. 3 (3) 94.1 (3) -85.1 (4) 
PDEx 198.3 (4) 153.9 (1) 172. 7 (3) 
sos 26.5 20.6 23.2 
PEcon 14.0 (3) -0.8 (4) 5. 7 (4) ＋ 
PEinv 62.3 (1) 40. 9 (2) 50.4 (1) ＋ 
PEgov 14. 7 (2) 43.0 (1) 30.5 (2) 
PEx 9.0 (4) 
Deu 
16.9 (3) 13.4 (3) 
DSOS -0.804 -0.000 -0.341 
PDEcon -99.5 (4) 168.3 (3) 54.7 (4) 
PDEinv 484.4 (1) -959.2 (1) -346.8 (2) 
PDEgov -101. 3 (3) -36.5 (4) -64.0 (3) 
PDEx -183.6 (2) 927.4 (2) 456.1 (1) 
sos 36.3 34.4 35.2 
PEcon 41.6 (2) 42.2 (1) 41. 9 (1) 十
PEinv 44.6 (1) 30.9 (2) 36.9 (2) 
PEgov 13.0 (3) 26.4 (3) 20.5 (3) 
PEx -0.2 (4) 0.6 (4) 0. 2 (4) 
lta 
DSOS -0.510 0.036 -0.196 
PDEcon 77 .0 (3) 15.1 (4) 41. 4 (1) ＋ 
PDEinv -161. 3 (1) 135.5 (1) 9. 6 (3) 
PDEgov 50.4 (4) 18.5 (3) 32.0 (2) 
PDEx 114.4 (2) -69 .1 (2) 8.7 (4) 
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(N=l2 19 31) 
sos 19.1 17.6 18.2 
PEcon 18.8 (3) 20.2 (3) 19. 7 (3) ＋ 
PEinv 57. 8 (1) 36. 7 (2) 44.9 (1) 
PEgov 31.1 (2) 49.1 (1) 42.1 (2) 
PEx -4. 9 (4) -1.9 (4) -3.1 (4) 
Gbr 
29) (N=lO 19 
DSOS -0.514 0.263 0.005 
PDEcon -74.1 (3) 84.5 (3) 29.8 (3) ＋ 
PDEinv -3 .0 (4) 279.2 (2) 181.9 (2) ＋ 
PDEgov -1033. 7 (1) 2.9 (4) -354. 5 (1) 
PDEx 492.6 (2) -298.9 (1) -26.0 (4) 
1)平均値は，変数の表示どおり，寄与を割合で見た場合であるが，相関係数は，
変数の表示にもかかわらず，寄与の割合ではなく寄与と SOS(あるいは寄与の階
差と DSOS)に関するものである。
2)順位は，符号の正負にかかわらず，影響の大きさを見るという趣旨で絶対値の
大きさに依る。
3) +は，正の，ーは負の相関を表す。ただし，有意確率0.01以下の場合。
最後に，営業余剰比率，及び決定要因の寄与における外国と日本の格差とい
う側面から，もう少し詳しく見よう。7) 図12より明らかに，営業余剰比率の格
差は縮小している。ただし，イタリアは例外。では，営業余剰比率の格差の縮
小をもたらした決定要因の格差の動きについて，もう少し詳しく見よう。
．??????
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•• 
~~ 
?
??
?
-20 
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............ 
1980 1985 1990 
-20 
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図12 営業余剰比率の格差
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各国において， 4つの決定要因の格差の動きの結果，営業余剰比率の格差の縮
小が起こる様子は，図13のとおりで，一目瞭然であろう。そこで，各決定要因
毎に，各国の共通的をまとめてみよう。
図13 決定要因の寄与の格差（国別）
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1. 超過消費支出率 (Econ)
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この決定要因の外国との格差（負）は明らかに縮小している。例によって，イ
タリアは例外で，正で拡大している。また，アメリカ，フランス，イギリスに
ついては， 80年代の初めに格差（負）が反対方向（正）へ転換し，そのまま拡大し
つつある。格差が数学的な意味で増加している点では、各国との共通である。
2. 純投資需要率 (Einv)
フランス， ドイツ，イタリアとの格差（負）は拡大している。アメリカ，ヵ
ナダ，イギリスとの格差（負）は縮小傾向にあるが，依然として格差は大きい。
ただし，他の国間の格差は小さい。つまり，日本だけが例外ということである。
（図14も参照。）
3. 政府超過支出率 (Egov)
日本と外国との格差（正）は拡大している。ただし，アメリカは例外で，格
差（正）は大きいが，傾向的にはゆるやかに縮小している。また他の国間の格
差は縮小している。つまり，日本だけが異常に小さいということである。（図15
も参照。）
4. 純輸出率 (Ex)
全体として，他の決定要因の寄与に比し，格差の幅は狭い範囲に収まってい
る。それでも細かくみると，外国との格差は拡大傾向にあるが，相手国による
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違いが大きい。ドイツとの格差の符号だけが正で拡大傾向が明白である。他の
国との格差の符号はすべて負であるが，アメリカ，カナダ，イギリスはフラン
ス，イタリアに比し， 80年代の低落が大きいため，全期間での負の格差拡大傾
向は激しい。（図16も参照。）
さて以上をまとめると，営業余剰比率格差の縮小をもたらした決定要因の寄
与の動向には，各国に共通のパターンがある。すなわち，超過消費支出率，及
び政府超過支出率格差の上昇（前者の上昇がより激しい）と純投資率格差，及
び純輸出率格差の低下（前者の低下が支配的）が相殺された結果である。この
一般化から部分的にズレるのはドイツだけである。
~一~．~~~
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-15 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 
図14 純投資需要率の寄与の格差
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図15 政府超過支出率の寄与の格差
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II. 制度部門別に分割した場合
前節で分析の対象とした「国内総生産に対する支出」と「国内総生産の費用
項目」の項目を制度部門別，すなわち
①一般政府
②非金融法人企業，及び準法人企業8)
③金融機関
④家計（含：民間非法人企業）
⑤対家計民間非営利団体
⑥海外部門
に分割しよう。経済全体の在庫品増加： ST, 総固定資本形成： CF, 固定資本
減耗： CFC, 営業余剰： OSに対応する各制度部門の変数を，それぞれ下付添数
字 (6, 71, 72, 8 , 9)を付けて表すと，
在庫品増加 ： ST=ST6+ST1げ STn+ STs + ST9 
(6) 総固定資本形成 ： GF=GF, け GF71+ GFn + CF, け GF9
固定資本減耗 ： CFC= CFC6 + CFC1 + CFCn +CFCs+ CFC9 
営業余剰 ： OS=0S6+0ふ+oふ+OSa+OSa
である。ただし，民間最終消費支出： PCについては，
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(7) 民間最終消費支出： PC= PCHH + PCNPI 
と書こう。ここで， PCHH:家計最終消費支出， PCNPI:対家計民間非営利団
体最終消費支出である。9)
(6), (7)を(I)に代入し，非金融法人企業，及び準法人企業と金融機関の営業余剰
比率 (SOS,=(0ふ+oふ）/GDP)に注目しよう。右辺を各制度部門毎に，．所
得支出勘定と資本蓄積勘定の変数にまとめると，次の恒等式を得る。
(8)SOS,= (0ふ+oふ）/GDP 
ただし，
= ((GC-ITX +SUB-05;;) + (ST6+GF6-CFC6))/GDP 
+(ST1げ GF11―CFiら）/GDP 
+(ST1け GF12-CFiら）/GDP 
+ ((PCHH -COM -OS's) + (ST8 + GF8 -CFC8)) / GDP 
+ ((PCNPI -OS's)+ (STs + GFs-CFCs))/ GDP 
+ (EXP-IMP) I GDP 
+ (SDE-SDC)/GDP 
=;=Ege+ Egi + Ehc + Ehi +Enc+ Eni + Ecc + Efc + Ex 
Ege= ST6 + GF6 -CFC6, Egi = CC -/TX+ SUB -05;, 
Ecc=ST,,+GF11-CFC,,, Efc=ST1け GF12-CFC,2,
Ehc = ST8 + GF8 -CFC8, Ehi = PCHH -COM -OS's, 
Enc= ST9 + GFs―CFCs, Eni = PCNPI -OS's, 
Ex=EXP-IMP, 
である。 (8)を利用して，前節と同様の分析を行う。10)あらためて，前節の場合と
の異同をまとめると，次のとおりである。
(I)純投資需要率の寄与 (Einv=(ST-GF-CFC)/GDP)が，各制度部門の資
本蓄積勘定の項目の項 (EgeEcc Efc Ehc Enc)に分割された。
(2)政府超過支出率の寄与 (Egi)に一〇＆が追加された。これは，被決定変数と
して， SOSではなく， SOS,に注目することによる。
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(3)超過消費支出率の寄与 (Econ)が， EhiとEniに分割され，それぞれに一
OS's, -OS'sが追加された。一〇ふ及びーOS'sの追加は，超過政府支出率の場合
と同様，被決定変数として， SOSではなく， SOS,に注目することによる。
ただし，
(4)実際には，対家計民間非営利団体のデータは欠損している国が多く（カナダ，
アメリカ，ドイツ，イタリア，イギリス），利用可能であっても経済全体に占
める割合は小さい（日本，フランス）ので分析から除いた。
さて，営業余剰比率 (SOS,)の動向には，図17のように，明かに各国共通のパ
ターンが見られる。すなわち， 70年代には低下傾向， 80年代には上昇傾向， 90
年代には再び低下傾向を示す。ただし，例外としてアメリカは70年代にも上昇
傾向，カナダは80年代にも低下傾向を示す。日本の特徴は， 70年代の低下傾向
の激しさと， 80年代の上昇傾向の弱さ，すなわち全期間を通じての低下圧力の
強さである。
また，営業余剰比率 (SOS,)の格差（外国一日本）の動向にも，図18のように，
各国共通のパターンが見られ， ドイツを除き，縮小している。では，制度別部
門の決定要因のどのような動きが原因であろうか。順に見ていこう。
砥 臨
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図17 営業余剰比率 (SOS,)
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図18 営業余剰比率の格差 (DSOS,)
1. 非金融法人企業，及び準法人企業の純投資需要率 (Ecc)
その寄与は，各国共通に70年代に低下傾向， 80年代に上昇傾向， 90年代に低
下傾向を示す。アメリカは，例外的に80年代にも低下傾向。
経済全体の純投資需要率の寄与 (Einv)が，各制度部門の資本蓄積勘定の項目
の項 (EgeEcc Efc Ehc Enc) に分割されたが， 日本の特徴は，非金融法人企
業，及び準法人企業の資本蓄積勘定の項目の項(Ecc)が，他の国に比し非常に
大きいことである。（図19を参照。）
贔：
，9 
''、. ＇ 、 , Ol , • 
‘し、r、, Jpn 、, ,. / . 
,、/',_ / 
‘ー、ヽ‘~"'、ヽ’>-1 ‘’’‘’ l'> 
2. 政府超過支出率 (EgeEgi) 
ぬ
まず資本調達勘定の項目の項(Ege)については，図20のように， 日本の独自
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性が印象的である。具体的には，水準が高いこと，傾向については他の国では
70年代， 80年代， 90年代とも低下傾向にあるが（ただし，アメリカだけが例外
的に80年代に緩やかな上昇傾向。），日本では， 70年代，及び80年代中頃以降に
強い上昇傾向を示すことである。
所得支出勘定の項目の項 (Egi)については，第I節の政府超過支出率とほぼ同
様である。
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図20 政府超過支出率の寄与 (Ege)
3. 家計部門の寄与 (EhcEhi) 
資本蓄積勘定の項目の項(Ehc)については，図21のように， 70年代の低下の
大きさを除き，特に他の国と違うところはない。むしろ，イギリスが例外である。
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図21 家計部門の寄与 (Ehc)
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所得支出勘定の項目の項(Ehi)は負で， Ehcを考慮しても家計部門全体として
寄与は負であることが一般的パターンである。（図22も参照。） Ehiは， 80年代
に各国共通に上昇している。
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図2 家計部門の寄与 (Ehi)
営業余剰比率 (SO&)とその決定要因の寄与の動向を概観したが，例によっ
て決定要因の重要性の順序について，何か単純で結論的なことが言えないであ
ろうか。ここでは，平均値，相関係数の他に，回帰分析における説明変数の重
要性の順位に関する結果も含め，まとめてみよう。11) (表 3を参照。）
決定要因の重要性の順序という側面について，表3から各国共通のパターン
を導出するとすれば，次のようなことであろう。すなわち， 2つのタイプがあ
って，企業部門の寄与 (Ecc)が重要な国（アメリカ，日本）と政府部門や家計
部門の寄与 (EgiEhi)が重要な国（フランス，イタリア，イギリス）に比較的
はっきりと分けることができるということである。
外国との格差という側面から見よう。既に見たように，営業余剰比率(SO&)
の格差は，負で縮小していた。（ただし，イタリアとの格差は正で拡大。）
1. 非金融法人企業，及び準法人企業の寄与 (Ecc)の格差
一般的には，図23のように， 80年代以降，格差は負で拡大している。イギリ
スとの格差も，はっきりとは縮小していない。
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表3 制度部門別決定要因のランキング (1980-92年）
国 変数
平均 平均 相関係数 Stepwise 
(1970-79) (1980-92) (1980-92) (1980-92) 
PEgc ． 6.3 (5) 
PEgi ． 56.2 (1) 
PEcc ． ． 
PE_斥 ． ． 
PEhc ． 18.4 (3) 2 
PEhi ． -22.6 (2) 
PEx . 6.8 (4) ＋ 1 
Can 
PDEgc ． -5.4 (5) 
PDEgi ． -16.9 (3) 
PDEcc ． . 
PDEfc ． ． 
PDEhc ． 17.1 (2) 
PDEhi ． -9.9 (4) 1 
PDEx ． 21. 6 (1) 
PEgc 7 .5 (5) 4.9 (7) 
PEgi 104.0 (1) 117. 7 (1) 
PEcc 36.9 (3) 25.3 (3) 2 
PEfc 2.3 (7) 5.6 (6) ＋ 3 
PEhc 32.3 (4) 26.3 (2) ＋ 
PEhi -49.1 (2) -18.2 (5) 1 
PEx -4.2 (6) -19.3 (4) 
Usa 
PDEgc 0.2 (7) -40.4 (5) 
PDEgi -254.8 (3) 34.0 (6) 
PDEcc 401.8 (2) 105.2 (1) ＋ 1 
PDE/c -34.2 (6) 9. 0 (7) 
PDEhc 163 .1 (5) 64.3 (3) ＋ 
PDEhi -573. 4 (1) -99. 9 (2) 2 
PDEx 200.9 (4) -55.9 (4) 
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PEgc 43.4 (4) 38.6 (3) 2 
PEgi 31. 0 (5) 23.4 (5) 3 
PEcc 79. 7 (2) 64.3 (2) 4 
PEfc 1.1 (7) 1. 4 (7) 
PEhc 55.9 (3) 27.2 (4) 1 
PEhi -120.8 (1) -78.4 (1) 
PEx 6.8 (6) 15.5 (6) 5 
Jpn 
PDEgc -40.9 (3) 3. 5 (6) 
PDEgi -15.1 (6) 4. 8 (5) 3 
PDEcc 84.3 (1) -33.7 (4) ＋ 1 
PDEfc 0. 9 (7) -3.4 (7) ＋ 5 
PDEhc 22.8 (4) 52. 7 (2) 2 
PDEhi -21.3 (5) -33.8 (3) 6 
PDEx 50.3 (2) 110.4 (1) 4 
PEgc 42.7 (4) 26.5 (5) 7 
PEgi 29.8 (5) 112. 7 (2) 5 
PEcc 86.8 (3) 42.7 (4) 4 
PE_允 11.5 (6) 4. 3 (6) ＋ 6 
PEhc 100.0 (2) 71. 7 (3) 2 
PEhi -177 .6 (1) -155.4 (1) ＋ 1 
PEx 2 .1 (7) -3.3 (7) ＋ 3 
Fra 
PDEgc 182.1 (5) 3. 8 (7) 
PDEgi 84.3 (7) -187 .6 (2) 5 
PDEcc 1233. 3 (1) 216 .4 (1) 4 
PDEfc 149.0 (6) -4.2 (6) 
PDEhc -805.1 (3) 65.2 (3) 2 
PDEhi 661. 6 (4) 12. 7 (4) 1 
PDEx -1020.6 (2) -12.3 (5) 3 
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(N =12) PEgc 13.9 (3) 10.2 (4) 
PEgi 34.2 (2) 49.3 (1) 
(N = 12) PEcc 40.8 (1) 32. 7 (2) 
(N = 12) PEfc 1.1 (6) 1. 2 (6) 
PEhc . ． 
PEhi -1.1 (5) -2.3 (5) 
PEx 10.6 (4) 20.0 (3) ＋ 1 
Deu 
PDEgc -326.4 (5) -9.8 (5) 4 
PDEgi 458.8 (3) -67. 9 (1) 2 
(N = 11) PDEcc -5670.1 (1) 37.5 (4) 1 
(N=ll) PDEfc 66.3 (6) 0. 2 (6) 
PDEhc . ． 
PDEhi 396.3 (4) 56.1 (3) 
PDEx 5162. 7 (2) 63.6 (2) 3 
(N = 12) PEgc 348.6 (5) 53.3 (4) 
PEgi 850.9 (2) 157.7 (2) 2 
PEcc 618.6 (3) 53.1 (5) 
PE/c 24.1 (6) 2 .4 (7) 
PEhc 513.3 (4) 81.2 (3) 
PEhi -2370.9 (1) -227 .4 (1) ＋ 1 
PEx 4. 3 (7) -5.5 (6) 
Ita 
(N = 11) PDEgc -1. 7 (7) -6.1 (6) 
PDEgi 203.0 (3) 14.2 (3) 4 
PDEcc -262.9 (2) -13.7 (4) 5 
PDEJc 13.7 (6) 8. 0 (5) 6 
PDEhc -183.8 (4) -2.4 (7) ＋ 3 
PDEhi -87 .5 (5) -28. 7 (2) ＋ 1 
PDEx 412.8 (1) 130.0 (1) 2 
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PEgc 54.1 (4) 12.5 (6) 
PEgi 139.4 (2) 116.2 (1) 
PEcc 60.1 (3) 35.5 (3) 
PEfc 23.4 (5) 12.5 (5) 
PEhc 17 .4 (6) 28.0 (4) ＋ 
PEhi -170.2 (1) -94.7 (2) ＋ 1 
PEx -15.4 (7) -5.4 (7) 
Gbr 
PDEgc -79.4 (5) 14.4 (7) 2 
PDEgi 26.6 (7) 25.1 (5) 
PDEcc -206. 9 (1) -46.3 (2) 
PDEJc -29.0 (6) -32.8 (3) 
PDEhc 96.5 (4) -19.3 (6) 
PDEhi 131. 2 (2) 29.1 (4) 1 
PDEx 119.5 (3) 123.1 (1) 
1)平均値は，変数の表示のように割合でみた寄与のものであるが，相関係数，及
びStepwiseの結果は，変数の表示にもかかわらず，（寄与の割合ではなく）寄
与に関するものである。
2)相関係数の表示は，有意確率0.05以下の場合。
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図23 純投資需要率の寄与 (Ecc)の格差
2. 政府超過支出率 (EgeEgi)の格差
資本蓄積勘定の項目の項(Ege)の格差は負で，図24のように70年代の格差の
拡大は著しい。 80年代前半には縮小に向かうが， 80年代中頃以降，再び拡大し
ている。
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政府超過支出率の寄与 (Ege)の格差
所得支出勘定の項目の項 (Egi)の格差は，既に第I節で見た場合とほとんど同
じである。12)
3. 家計部門の寄与 (EkeEhi) の格差
資本蓄積勘定の項目の項(Ehc)の格差は，図25のように， 70年代，及び80年
代以降ともに縮小している。
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図25 家計部門の寄与 (Ehc)の格差
所得支出勘定の項目の項 (Ehi)の格差は正で， 80年代以降とも拡大していると
まとめることができる。例外はイタリアで，図26のように負で格差は縮小して
いる。もちろん，数学的には格差の値は大きくなっており，
リアも例外ではない。
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図26 家計部門の寄与 (Ehi)の格差
以上，他国との格差の動向について敢えて単純化を試みると，営業余剰比率
(SOS,)の格差の縮小は，
ィ．家計部門の資本蓄積勘定の項目の項の寄与(Eke)の格差は縮小しているか
ら，
ロ．政府部門の所得支出勘定の項目の項の寄与 (Egi),及び家計部門の所得支
出勘定の項目の項の寄与 (Ehi)の格差（正）の拡大と
ハ．企業部門の寄与(Ecc),政府部門の資本蓄積勘定の項目の項の寄与(Ege),
及び純輸出率 (Ex)の格差（負）の拡大
の相殺によってもたらされた。この経済的意味は，企業部門の寄与の内容，政
府部門，及び家計部門の二つの項の違いを思い出すだけで，ほとんど自明であ
ろう。また確かに，これは第I節の結果と整合的で，それを少し詳しくしたも
のになっている。
IV まとめ
法人企業部門の営業余剰比率は， 1970年代に低下， 80年代に上昇， 90年代に
再び低下している。これは各国共通のパターンで，また外国と日本の格差は緩
やかながら縮小している。法人企業部門の営業余剰比率を決定する重要要因に
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ついては，各国を二つのタイプに分けることができる。法人企業部門の寄与
(Ecc)が重要な国（例えば，アメリカ，日本。）と家計部門や政府部門の寄与
(Ehi)が重要な国（例えば，フランス，イタリア，ィギリス。）である。また，
営業余剰比率の格差は縮小しているが，こ・れは家計部門の寄与 (Eci),及び政
府部門の寄与 (Egi)の格差の上昇と，法人企業部門の寄与 (Ecc),政府部門の
寄与 (Ege), 及び純輸出率の寄与 (Ex)の格差の低下が相殺し合う結果である。
（注）
1)本稿作成に際し，回帰分析における説明変数の統計的な意味での重要性に関する基準に
ついて，荒木孝治氏（本学商学部）より教示を得た。記して謝意を表します。もちろん責任
はすべて筆者にある。
2)末尾の「データ・ソースについて」にまとめた。
3)「国内総生産に対する支出」と「国内総生産の費用項目」，及び本稿における各項目の変数
名は，一覧表にすれば，次のとおりである。
国内総生産に対する支出と国内総生産の費用項目
政府最終消費支出： CC 間接税 ： ITX 
民間最終消費支出： PC 補助金〔控除〕 ： SUB 
在庫品増加（純） ： ST 固定資本減耗 ： CFC 
総固定資本形成 ： CF 雇用者所得 ： COM 
輸出 ： EXP 営業余剰 ： OS 
輸入〔控除〕 ： IMP 統計上の不突合： SDC 
統計上の不突合 ： SDE 
国内総生産 ： GDP I 国内総生産 ： GDP 
4)実際の計算された数値は，式(3)の両辺に100を掛け， GDPに対するパーセント表示にし
た。
5)実際の計算された数値は，式(5)両辺に100を掛け， SOSに対するパーセント表示にした。
6)例えば， 1975-93年について，超過消費支出率 (EC)を時間（年）に回帰した場合の回
帰係数の符号は負である。
7)格差は，（外国の変数一日本の変数）で定義。ある変数の国による違いを， Dをつけて表
すと， (2)より
DSOS = DEgov + DEcon + DEinv + DEx 
である。この式を，営業余剰比率(SOS)の格差(DSOS)を，決定要因の寄与の格差(DEgov
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DEcon DEinv DEx)が決めると解釈する。階差もDを付けて表したが，分脈が違うから，
混同は起こらないであろう。
8)準法人企業とは，
Relatively large ordinary partnership, sole proprietorships and government enterprises 
which have complete profit-and-loss statements and complete balance sheet accounts 
on the financial assets and liabilities, as well as the real assets, involved in the business. 
All unincorporated enterprises which are financial intermediaries and al unincorporat-
ed enterprises owned by non-residents are treated as quasi-corporations. (OECD [ 3 ],
[ 4 ])のことである。
9)見やすさを考慮し，「国内総生産に対する支出」と「国内総生産の費用項目」の項目を制
度部門別に分解した変数と，データ・ソースの勘定（所得支出勘定と資本蓄積勘定）を一覧
表にすれば，次のとおりである。
制度部門への分解
変数＼制度部門 6 71 72 8 ， 10 勘定の種類
政府最終消費支出 CC CC 所得支出勘定
民間最終消費支出 PC PCHH PCNPI 所得支出勘定
在庫品増加 ST ST, ST11 ST,, sr. ST9 資本蓄積勘定
総固定資本形成 CF GF. GF11 GF1, GF. GF, 資本蓄積勘定
輸出 EXP EX 
輸入 IMP IM 
間接税 /TX /TX 所得支出勘定
補助金 SUB SUB 所得支出勘定
固定資本減耗 CFC CFC, CFC,, CFC,, CFCs CFC. 資本蓄積勘定
雇用者所得 COM COM 所得支出勘定
営業余剰 OS OS. OS,, OS,, OS. OS. 所得支出勘定
制度部門の記号 6 : 一般政府， 71:非金融法人企業，及び準法人企業， 72:金融機関. 8 : 家計
（含：民間非法人企業）. 9 : 対家計民間非営利団体.10: 海外部門
10)金融機関を除き，非金融法人企業，及び準法人企業の営業余剰 (OS,1)に注目する場合，
(8)において，両辺から金融機関の営業余剰 (OS,2/GDP)を控除し，左辺を SOふとし，右
辺については， E/i= -OS,2/ GDPを追加した（他は，全く同じ）恒等式を利用すればよい。
この場合にも， SOS,に占める OS,2の割合が非常に小さいことから容易に予想できるが，実
際ほとんど同じ結論が得られる。
11)" Stepwise"は，回帰分析における説明変数の選択に関する「変数増減法」による結果で．
この欄の数字は， MallowsのCp統計量の大きさの順序である。この点について，下記を参
照した。
久米均・飯塚悦功『回帰分析』岩波書店， 1987年。
新村秀一（訳著）『SASによる回帰分析の実践j朝倉書店,1986年。
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SAS/ST AT User's Guide, SAS Institute Inc . 1988 
なお，この変数選択基準を第I節に適用した結果，デフォルトで設定されている有意水準
(0.15)のもとで，フランスの政府超過支出率 (Egov)を除き，すべての決定要因の寄与が
残った。
12) Egiの定義では，第I節の政府超過支出率 (Egov= CC-!TX+ SUB)に一OS.が追加さ
れているが， OS.のデータが調達不能の国が多く (0として計算した。），実際に変化がある
のは，フランス (1980-92年）だけである。他に OECD[l],[2]と[3],[4]のデー
夕不整合（主要集計量と制度部門別の総計との不突合）の問題もあるが，本稿の範囲では，
結果的に違いは無視できる。
データ・ソースについて
1. 「国内総生産に対する支出」と「国内総生産の費用項目」の勘定を使った分析は，[1 ] 
National Accounts 1960-1993 Vol.I Main Aggregates (OECD, Paris, 1995)の当該勘定
のデータを利用した。具体的には，フロッピー・ディスクのデータを基礎として，近年のデー
タを，本に依り，修正， 1992, 3年については追加した。
ただし，イギリスについては，フロッピー・ディスクのデータ (1992年が欠損）と本のデータ
(1961-4年が欠損）を並列して利用した。本に依った場合， 1964年のデータを，[2 ] National 
Accounts 1960-1992 Vol. I Main Aggregates (OECD, Paris, 1994)を利用し補った。した
がって， 1961,2, 3年のデータが欠損した。本文中のイギリスのグラフの当該期間に比較的
長い直線部分が現れるのは，このためである。しかしながら，ある意味では当然のことではあ
るが，本稿の粗さ程度の分析では，結果的に両者の違いは小さく，本文ではフロッピー・ディ
スクのデータによる結果は紹介しなかった。
2. 制度部門別に分解した分析の場合
1970-82年については，[3] National Accounts 1970-1982 Vol. I Detailed Tables 
(OECD, Paris, 1984), 1980-92年については，[4] National Accounts 1980-1992 Vol. 
I Detailed Tables (OECD, Paris, 1994), の制度部門別勘定の所得支出勘定，あるいは資
本蓄積勘定の当該項目のデータを利用した。したがって，同じ国であっても，両期間の比較は
要注意で，標本数の問題も考えないではなかったが，結局，小細工はせず，別々に扱った。
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